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女性事務職における派遣労働者の活用

古 武 真 美

抄録

現在、企業組織の中では様 々な雇用形態の労働者が混在 している。企業にとって、多様な雇用形

態を生か した人材活用は重要な課題である。

特に、近年、女性労働者 における非正規労働者割合が高 まっている。そ こで、本稿では、女性労

働者を取 り上 げ、雇用形態に応 じた活用を検討 してみたい。具体的には、非正規労働者の雇用形態

の中、女性の一般的な働き方 となっている派遣 に焦点をあて る。そ して、女性労働者の主 たる職業

である事務職の中での活用について考察 してい く。

キー ワー ド

女性派遣労働者、事務職、女性労働者、人材活用、雇用形態

Application of Temporary Female Workers as Office Workers
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Abstract 
 At present, there are workers who are employed in different forms by corporations. For cor-

porations, it is an important subject to apply its human resources by making good use of em-
ployment form. 

 Particularly, in recent years, the raising a rate of non-permanent workers in female workers 
has been rising. Then, in this paper, I take up female workers and examine the application its 
human resources by making good use of employment form. Specifically, among non permanent 
workers, I am going to forcus on temporary workers as female workers' general employment 
form. Moreover, I consider its application in office work as main occupation of female workers.
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1.は じ め に

経営環境の厳 しさが増す中、企業が成長 してい

くためには人材の有効活用が欠かせない。 さて、

企業組織の中には様々な雇用形態の労働者が混在

している。近年、いわゆる非正規労働者の増加が

著 しい。特に、女性労働者に本傾向は顕著である。

2010年度における非正規労働者比率を男女で比較

した場合、男性では20%に 満たない(1)が、女性で

は50%を 超えている(2>。このことから、男性労働

者間よりも女性労働者間において雇用形態の多様

化が進んでいるといえる。

企業は多様化する人材をどのように位置づけ、

活用 しようとしているのか。本稿では、女性労働

者の働き方 として一般的になってきている派遣 と

いう雇用形態に着 目し、その有効活用を考察 して

みたい。

2.女 性 労働者 の現状

最初 に、女性労働者 の現状を見 てい く。 その際、

雇用形態の異なる派遣労働者 と正社員が混在 して

いる事務職を取 り上げる。

2-1女 性 労働者 の職業

そ もそ も、 わが国で女性 労働者 が どの ような職

業 に就 いてい るのかをみ ると、1980年 頃 よ り事務

従事者 が最 も多 くな ってお り、 近年 はおお よそ女

性 労働者 の うち約30%が 事務従事者 であ る(図 表

1参 照)。 また、 事務職 に就 く労働者 を男女別 に

み ると、現 在、女性が約60%(3)を 占めてい る。 こ

こか ら、現 在の女性労 働者 の職 業 と しては事務職

が最 も一般 的であ ると考 え られ る。

2-2女 性派遣 労働者 の業務

非正規労 働者 の雇用形 態は、 パー ト・アルバイ

ト、派遣労 働者 、契約 社員、 嘱託等 さま ざまであ

る。女性 にお ける非正規労 働者 の雇 用形 態に着 目

す ると、派遣 労働者数 は約10年 前 と比較 しておお

よそ3倍 とな って お り(4}、他 の雇用 形態 よ りも増

【図表1女 性労働者における職業別従事者数の推移】

専門的・技術的職業従事者

事務従事者

保安職業、サービス職業従事者

運輸・通信従事者

製造・製作・機械運転及び建設作業者

口 管理的職業従事者

口 販売従事者

回農林漁業作業者

口 労務作業者

出所:総 務省 「労働力調査」より筆者作成
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【図表2派 遣業務……女性派遣労働者の上位3業 務を男性派遣労働者 と比較】

厚生労働省 「平成20年 派遣労働者実態調査結果の概要」より筆者作成

加率が高 くなっている。1985年 に労働者派遣法が

制定 され、約25年 を経て 「派遣」 という働き方は

女性労働者の中で定着 してきたといえる。

女性派遣労働者が就いている業務をみると、一・

般事務、事務用機器操作およびファイ リングが上

位を占めている。同 じ業務 について男性派遣労働

者の状況をみると、ほとんど就いていない(図 表

2参 照)。 このことか ら、事務職は女性派遣労働

者特有の業務 といえる。

3.組 織における女性労働者

女性事務職 における派遣労働者の活用を考える

前提 として、企業は彼女たちをどのように捉えて

いるのかを整理する。

3-1女 性事務職 の位 置づけ

さて、 企業 の中で、女性事務職 は どの ように位

置づ けられてい るのか、考 えてみたい。

岡本は、女性事務職 は職場 のルーテ ィン的な事

務作 業 を分担 し、雑務 を担当 してい るとい う(5)。

また、金 野は、戦 時期 に事務職 への女性 の進 出が

み られた際、女性 の仕事 は簡単 な事務 であ るとい

う認識 の もと、 女性事務職 のため に仕事 は よ り簡

単 な ものに、職場 はや さ しい もの にと再構築 がは

か られ、 それが戦後 の女性事務 職のあ り方 に も影

響 を与 えてい るのではないか と してい る{6)。

一・方
、浅海、小玉 は、女性事務職 は決 して単純

な業務 ばか りについてい るわ けで はな く、複雑 な

業務 もこな してい るとい う(7}{8)。

確 かに、 女性事務職 とい って も、職場、 労働者

個人等 に よ り、 担 う業務 は当然 異な る。 しか し、

一部の女性事務職 は専 門性 の高い複雑な業務を担 っ

てい るものの、 特に専 門性 を問わない比較 的簡単

な事務 で補 助的な業務 を担 ってい るの も女性事務

職 であ ろう。

さらに、 男女労働者 間の格差 を是正 す るための

ポ ジテ ィブア クシ ョンに関 して も、 いまだ企業 は

「家庭 責任 を考慮 す る必要 があ る」 「時間外 労働、

深夜労働を させに くい」「勤続年数が短い」 といっ

た女性 への根強い ジェンダー意識 か ら、 積極 的に

な りきれ ない面が ある{9)。まだまだ、 事務職 にあ

る女性 の能 力を最大 限に引 き出 し、 積極 的に活用

しきれていないのが現状 ではないだ ろうか。

3-2派 遣労働者の位置づけ

次 に、企業 における派遣労働者の捉え方を検討

してみたい。 まず、企業はなぜ派遣労働者を活用

しているのか。 ドーアは、組織の人材管理を柔軟

一13一
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【図 表3派 遣 労 働 者 の 活 用 理 由 (事業所割合、複数回答)】

即戦力・能力のある人材を確保するため

専門的業務に対応するため

景気変動に応じて雇用量を調整するため

正社員を確保できないため

賃金の節約のため

臨時・季節的業務量の変化に対応するため

賃金以外の労務コストの節約のため

正社員を重要業務に特化させるため

正社員の育児・介護休業対策の代替のため

1日、週の中の仕事の繁閑に対応するため

長い営業(操業)時間に対応するため

高年齢者の再雇用対策のため

その他

厚生労働省 「平成22年 就業形態の多様化に関する総合実態調査結果」より筆者作成

性の視点から捉え、その中で、実際には、派遣労

働者を含む非正規労働者が数量的柔軟性、あるい

は、外部的柔軟性を調整する人材 として扱われて

いるとしている(lo>。ここでいう数量的柔軟性とは、

労働者数、労働時間数 といった量をベースとした

人材配分、外部的柔軟性 とは、外部労働市場を含

めた広範囲にわたる人材配分を意味 している。

また、2010年 の厚生労働省調査ql)によれば、派

遣労働者を活用する理由の上位は 「即戦力 ・能力

のある人材を確保す るため」「専門的業務に従事

させるため」 となっている。それに続 き 「景気変

動 に応 じて雇用量を調整するため」 という理由が

挙 げられている(図 表3参 照)。 ここから、単な

る雇用の調整弁 というよりも、社内です ぐに調達

できない専門能力を持つ人材 として派遣労働者は

捉えられていることがわかる。

しか し、本調査では事務職の女性派遣労働者 に

限定 しての活用理由は集計されていないため、企

業が彼女たちをどのように位置づけているかは疑

問が残 る。なぜなら、次に述べるような女性事務

職 における正社員 と派遣労働者の混在の実態があ

るからだ。

3-3女 性事務職における正社員と派遣労働

者の混在

女性事務職 における正社員 と派遣労働者の割合

については、雇用形態別のデータが見当たらない

ため、正確にはわからない。 しか し、女性労働者

の中、正規労働者よりも非正規労働者が多いとい

うこと、そ して、非正規労働者の雇用形態の中、

派遣 という形態の占める割合が、パー ト、契約社

員等といった他の形態の割合 よりも増加傾向にあ

るということ、 さらに、女性派遣労働者が就いて

いる業務をみると、一・般事務、事務用機器操作、

ファイ リングの3業 務が多いことから、事務職 と

して働 く女性労働者の中に派遣 という雇用形態の

者が相当数含 まれているものと推測される。すな

わち、女性事務職には正社員 と派遣労働者が混在

していると考えられる。

企業組織の中、女性事務職 に正社員と派遣労働

者が混在 している理由を考えてみたい。1つ の可

能性 として、正社員の代替人材 として派遣労働者

を位置づけているのではないか、 ということがあ

る。 これについては、中野は、女性が担ってきた

業務を中心に、正社員が削減 されたポス トに派遣

一14一
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労働者を配置する企業は、いまや一・般的になって

きたといい〈12)、桜井は、多 くの金融関連企業では、

一・般職の女性正社員の仕事は派遣労働者にとって

代わ られているという(13>。さらに、事務職に限定

されたものではな く、かつ、1999年 以降のデータ

ではあるが、女性雇用者における正社員 と派遣労

働者の割合の推移をみると、若干だが、正社員の

割合の低下に伴い、それと反比例するように、派

遣労働者の割合が増加 している(図 表4参 照)。

女性事務職の中、正社員から派遣労働者への置き

換えが生 じている可能性が示唆される。

経営環境が厳 しくなると、企業は固定人件費を

できるだけ低 く抑えようとする。人件費削減の対

策 として、正社員の業務を非正規労働者が代替す

ることがある。たとえば、事務職の女性正社員が

退職 した場合、その後任 として、正社員を採用す

るのではな く、す ぐに調達できる人材である派遣

労働者を配置することが考えられる。 これは、採

用 コス トの削減、人件費の変動化等 という経営の

視点から考えれば、理 にかなっている。そ して、

このようなことが続 くと、 自然に、正社員 と派遣

労働者の業務の差異が明確でないまま、女性事務

職内に正社員 と派遣労働者が混在するようになる。

なぜなら、1人 の女性事務職が行 っていた仕事を

その まま女性派 遣労働者 が引 き継 ぐか らであ る。

さて、労 働者 派遣法 との関係 で も女性事務職 の

現状 をみてお きたい。

まず、派遣 が 自由化 され、 「一般事務」 が派遣

可能業務 とな ったのは、1999年 の ことであ り、 そ

れまでは、 いわゆ る専 門性 のあ る特定 の26業 務 の

みが派遣可能業務 であ った。 当時、事務職 にお け

る女性派遣 労働者 は、 「第5号 事務用機 器操作」

あ るいは 「第8号 ファイ リング」 とい う専 門業務

で派遣 されていた。現在 は、 それ に加えて 「一般

事務」 と して派 遣 されてい る者 も混 在 してい る。

そ して、派遣 の受け入 れ期 間であ る。 これは、26

業務 について制 限はないが、その他の業務 の場合、

最長3年 に制限 されてい る。

この ように、26業 務 であ る 「事務 用機器 操作」

「ファイ リング」 には、専 門性 が要求 されてお り、

「一・般事務」 とは異 な ってい る。 しか し、 「多 くの

企業 は、26業 務、典型 的 には事務用機器操作 の業

務 で派遣 を受 け入 れてい るのが現実 であ り、一般

事務 とこれを厳 密に区別す ることは実際 にも不 可

能 に近 い と して い る」(14)ことか ら、専 門業務 であ

る 「事務 用機器操作」 「ファイ リング」 で契約 を

締結 しなが ら、 派遣先企業 内で実際 には専 門性 の

ない一般事務 を行 ってい る女性 派遣 労働者 が相 当

【図表4女 性雇用者数に占める正社員と派遣労働者の割合の推移】

出所:総 務省 「労働力調査」より筆者作成
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数存在 してい ると推測 され る。 そ して、彼女 た ち

の中には、 た とえ、職場 での業務 の実態 が一般事

務 であ って も、契約上 は26業 務 とい うことで、派

遣期 間が長期化 してい ることも考 え られ るく15)。

この ように考 え ると、企業 は、派遣労 働者 を即

戦力、能力 があ り、専 門的業務 に対応 させ るため

の人材 であ ると捉えなが らも、 女性事務職 におい

ては、派遣労働者 を業務 内容 も派遣期 間 もあい ま

いなま ま使用 してい ることが考 え られ る。 その点

で、 女性事務職 におけ る正社員 と派遣労 働者 の差

異 が不 明確 にな ってい る可能性 があ る。

4.女 性事務職における派遣労働者の特性

正社員 と派遣労働者が混在 し、特に差異な く業

務 に就かせている女性事務職の現状を鑑みると、

派遣労働者を活用できているとはいえない。人材

の活用 には、その特性を理解することが欠かせな

い。そこで、事務職に就 く女性派遣労働者の特性

を考えてみる。

4-1限 定 される業務範 囲

まず、1つ 目は業務範 囲が限定 されてい ること

であ る。正社員 の場合、 組織 の改変、労 働者本人

の能力 の伸長等 に合 わせて、業務範 囲の拡大 あ る

いは変更 等を柔軟 に行 うことがで きる。一・方、女

性事 務職 にお ける派 遣労働者 の派遣業務 は、 「第

5号 事務 用機器 操作」 「第8号 ファイ リング」 「一

般事務」 とな ってお り、 それぞれ、契約上 の業務

範囲 に限定 され る。 た とえば、 「第5号 事務用機

器 操作」 「第8号 ファイ リング」 につ いて は、業

務 内容は細か く定 め られてお り、専 門性 の高い業

務 とな っている。具体的 には、厚生労働省の専門26

業務 派遣 適正化 プラ ソ16>によ り明確 であ る。 すな

わ ち、 「第5号 事務用 機器操作」 な らば、 オ フィ

ス用 の コンピュー タ等 の操作 に適 した専 門的な技

能 ・技術 を十分 に持 つ必 要があ り、単純 に数値 を

入力す るだけの業務ではない。また、「第8号 ファ

イ リング」 は、 高度 な専 門的知識、技術 または経

験を利用 して、分類基準の作成から行うもので、

すでに存在する管理規程に基づき、書類の整理を

機械的に行 うものではない。そ して、「一般事務」

であるが、 これについては特段の専門性は問われ

ないもののその業務範囲は一般 事務に限定 される。

このように、女性派遣労働者の業務内容は限定 さ

れている。

さて、前述のように 「第5号 事務用機器操作」

「第8号 ファイリング」で派遣されている者につ

いては、その業務内容には専門性が求められる。

しか し、現実 には、1999年 の法改正 による派遣業

務の自由化 により、「一般事務」での派遣が認め

られてからというもの、それまで以上にその専門

性は揺 らいできている。

そもそも、1999年 の法改正前 より、事務職 にお

ける女性派遣労働者の業務内容 について契約上は

「第5号 事務用機器操作」や 「第8号 ファイ リン

グ」であっても実際にはその範囲を超えて広範な

業務を任されていることも多 く、法律上は専門性

が認められながら、現実の職場で女性事務職 にお

ける派遣労働者の業務内容の専門性は確立 してい

るとはいいづ らか った。 そこへ、「一般事務」で

の派遣が加わったのである。

佐藤 ・小泉が、派遣法の改正 による派遣労働者

の職域拡大に伴い、特に事務職で新入社員 レベル

の仕事 をする人が増加 し、そのことが事務職に

従事する派遣社員の仕事の レベルを低下 させてい

る(17)と指摘す るように、「一・般事務」派遣が解禁

されてから、 さらに、全体的な事務職での派遣労

働の専門性が低下 し、業務内容が不明瞭になって

きている。

派遣労働者の業務範囲については、実際の業務

範囲が契約上 と異なっているという課題はあるも

のの、女性事務職における派遣労働者の業務範囲

が限定 されていることは事実であ り、特性 と言え

る。
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4-2汎 用性

2つ 目は汎用性である。派遣 というのは、派遣

先企業での即戦力を期待されている人材であ り、

その派遣先は特定 されていない。つまり、派遣労

働者はどの派遣先企業 においても対応できる汎用

性のある能力を持ち合わせていることが基本 とな

る人材である。反面、派遣労働者は企業特有の技

能やノウハウが必要な仕事を担うことが難 しい人

材である(18>ともいえる。

さて、 この汎用性のある能力であるが、単純業

務であっても専門業務であっても派遣先企業にお

いて新たに教育をせずに、す ぐに活用できるとい

う意味の汎用性だけでな く、次のような汎用性 も

考えられる。

すなわち、派遣労働者は、特定企業 に拘束 され

て働 く正社員 と異な り、複数の派遣先企業での就

業経験を持つことができ、ある派遣先企業で身に

つけた技能 ・能力を次の派遣先企業での仕事に活

かせることが可能である。たとえば、正社員の場

合、他企業で就業する経験を基本的に持たないた

め、他企業での仕事の進め方を学ぶ機会に乏 しい。

一・方
、派遣労働者の場合、同 じ業務を異なる派遣

先企業で経験することができる。当然、派遣先企

業によって、同じ業務であっても実際の仕事の進

め方が異なることはある。すなわち、派遣労働者

の場合、異なる派遣先企業での就業経験を活か し

て、 どの派遣先企業でも通用するさらに高度な仕

事の進め方を身 につけることができる可能性があ

り、それが派遣労働者の汎用性 という特性 となる。

4-3間 接雇用

3つ 目は間接雇用である。派遣労働の場合は、

雇用契約は派遣元企業 と契約 しているため、派遣

先企業 とは使用関係のみが発生 しているスタイル

となる。派遣先企業 にとり、直接雇用契約を締結

している正社員やパー ト等は自社で抱える内部人

材である。他方、派遣元企業と雇用契約を締結 し

ている派遣労働者は外部人材であ り、間接雇用 と

なる。

間接雇用 という仕組みは、派遣先企業 にとり、

【図表5派 遣労働における人事機能の分離】

派遣先企業の人事管理 派遣元企業の人事管理

人事機能全体 派遣スタッフの活用 派遣スタッフの配置(供 給)

(指揮命令関係) (雇用関係)

①調達 仕事内容と人材要件の明確化 募集・選考(仕 事紹介)
・派遣スタッフに任せる仕事内容の ・派遣先の仕事や職場に関する

明確化 情報提供
・仕事の遂行に必要なスキルや ・仕事の希望や職務経験のヒアリング

職務経験の明確化

②育成 OJT OHLJT

・仕 事に関する専門知識や ・スキル開発に必要な教育訓練機会

ノウハウの説明 の提供
・職場のルールや社内規則の説明 ・キャリアプランを設計 ・相談する

機会の提供

③評価・処遇 評価 処遇
・評価基準の明確化 ・賃金管理

・評価結果のフィードバック ・就業機会の提供

④その他 物理環境 苦情処理
・作業環境の整備 ・就労中の苦情や不満を申し出る

機会の提供

情報共有 福利厚生
・業務打ち合わせへの参加 ・健康管理のサポートや厚生施設の

利用機会の提供

出所:島 貫(2010)「 登録型派遣スタッフの人事管理 と労働意欲」佐藤博樹 ・佐野嘉秀 ・堀田聰

子編 『実証研究日本の人材 ビジネス」 日本経済新聞社、2010年 、385ペ ー ジ 「図表14.1」

所収。
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雇用の リスクおよび必要な人材の内部育成 リスク

を派遣元企業に転嫁できるく19)というメ リットがあ

る。 しかし、業務 に配置させる派遣労働者を選ぶ

ことはできず、かつ、派遣労働者の実際の働 きを

評価 し、処遇に直接反映することができない⑳と

いうように制限も多い。

すなわち、派遣 という形態は、本来、一・元化 さ

れている人事管理が派遣元企業と派遣先企業の双

方 に分離 している(図 表5参 照)。 そのため、派

遣労働者は、派遣先企業で可能な人事管理が一部

分 に限定 されている特性を持つ人材 ということに

なる。

4-4派 遣労働者個人の希望

4つ 目は、派遣 という雇用形態に対 しての派遣

労働者 自身の考えである。派遣 という働 き方は派

遣労働者自身の希望どおりか否かか らみてみたい。

佐藤は、女性派遣労働者の中には、仕事 よりも

生活をより重視 した結果、 自発的に派遣 という雇

用形態を選択 している者がいる半面、非 自発的に

派遣 という雇用形態を選択 している者 も含 まれて

いることを明らかにしている⑳。また、厚生労働

省の調査⑳では、「正社員 として働ける会社がな

かったから」 と消極的な選択が多 くなっている。

また、女性派遣労働者の将来希望する雇用形態は、

現在の派遣 という雇用形態よりも 「正社員 として

働きたい」が多 くなっている⑳。 このような調査

結果を鑑みると、女性事務職における派遣労働者

の中には、消極的選択 として派遣 という雇用形態

を選び、できれば、正社員への転換を望んでいる

者がかなり含まれていると考えられる。

他方、女性事務職の中の正社員は自分 自身の雇

用形態に関 して、他の雇用形態につけなかったた

めに、正社員を選ばざるを得なかったというパター

ンは考えられないことから、現状の正社員 という

雇用形態に肯定的であると思われる。

すなわち、女性事務職における派遣労働者内に

は、 自分 自身の雇用形態を肯定的に捉えている者

と否定的に捉えている者が混在 してお り、 この点

で正社員と異なり、それが派遣労働者の特性となっ

ている。

5.女 性派遣事務職の活用

女性事務職 における派遣労働者を有効 に活用す

るためには、前述 した彼女たちの特性を踏まえて

行 う必要がある。以下3点 にまとめてみる。

5-1担 当業務の整理

派遣労働者 は間接雇用の人材であるため、正社

員 と異な り、臨機応変に配置換え、業務内容の変

更等を行えない。そして、業務内容は派遣契約に

より定められている。 したがって、事務職の中の

業務を正社員 と派遣労働者、そ して、派遣労働者

の中でもその派遣契約内容により、担当する業務

を明確に分 けてお く必要がある。

その際、派遣労働者 には、「事務用機器操作」

「ファイ リング」 といった専門業務であって も、

「一般事務」 という専門性のない業務であっても、

人材の入れ替えに耐えうる業務を任せることが大

切であ り、事務業務のコア部分は正社員が担当 し

ておきたい。実際に、派遣労働者 にコア部分の業

務まで任せすぎた結果、派遣労働者がいな くなっ

たときに、 これがわからない、 ここはどうするん

だといったことになり、現場が混乱 した上に、業

務の一部がブラックボ ックス化 してしまっている

ことに気づいたという声 もある⑳。 また、安易な

正社員から派遣労働者への置き換えによ り組織の

ノウハウの蓄積、技能継承等で円滑 に業務が進ま

な くなったことから正社員の採用を復活させた企

業 もある⑳。

そ して、「事務用機器操作」「ファイ リング」 と

いった専門業務での契約 による派遣労働者には、

実際の業務を契約内容に合致 したものにする必要

がある。そうしてこそ彼女たちの持つ専門能力を

活かせることができる。女性派遣労働者から派遣

先企業への要望 として、「派遣契約外業務を命 じ
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ない よう管理 して ほ しい」 は上位 にあげ られてお

り⑫6)、契約 上 と実態 の業 務 内容 の不一 致 は女性派

遣労 働者 の不満 を招き、彼女 たちのモチベー シ ョ

ンを低下 させて しま う。

5-2正 社員への登用

女性派遣労働者の中には、正社員になることを

希望する者が多 く含まれている。また、いまは希

望 していな くとも、派遣労働者のキャリア意識の

変化等により、希望するに変わる者 もある。彼女

たちの中には、業務の範囲を広げて働きたいと望

む者、派遣先企業 に対 して強いコミットメン トを

持つ者が存在する。有能な人材が女性派遣労働者

の中に埋 もれている可能性がある。

そもそも、人材の価値 というものは固定 してい

ない。 また、雇用形態も永久的な属性ではない。

そう考えると、女性派遣労働者を派遣 という枠

の人材 としてのみ捉えるのではな く、雇用形態を

はず した枠で人材 としての価値を見てい くことが

人切である。その上で、合法的な範囲で、有能な

女性派遣労働者に対 して正社員登用への道を開い

ておきたい。

5-3正 社 員への刺激

StuartD.Galup,GaryKlein,JamesJ.Jiang

に よれば、 しば しば派遣 労働者 は、現在、社 内 に

欠 けてい る専 門知識 ・技術 を持 って いる⑳。 また、

派遣 労働者 は、正社員 と比較 して、特定 の企 業 に

のみ適 してい る能力 よ りも労 働市場 に適 した能力

に対 して満足 を感 じてい る可能性 があ るとい う。

この ことは、 「事務用機器 操作」 「ファイ リング」

とい った専門業務 で事務職 に就 く女性派遣労 働者

の場合 に当てはま るか も しれない。

加 えて、派遣 労働者 は派遣先企業 を複数経験 す

るとい う、 いわば、広範 囲の ジ ョブローテー シ ョ

ンによ り、特定 の企業 に捉われない汎用性 のあ る

能力 を獲得 で きる。

正社員 に とって、 この ような特定 の企業 の色 に

染 ま っていない専門性、 あ るいは汎用性 のあ る能

力 を持 つ人材 が、 同 じ職場 内 に存在 す ることは、

有効 であ ると考 え られ る。 なぜな ら、社 内の人材

にはない派遣 労働者 の優れた部分 を学ぶ ことで、

正社員 の能 力を高め ることがで きるか らであ る。

さらに、派遣 労働者 の働 きぶ りが、正社員 ヘ プラ

スの刺激 とな り、モチベー シ ョン向上 に繋 が る可

能性 もあ る。

6.む す び に

本稿では、女性労働者の主たる職業である事務

職、かつ、近年、一般化 してきている派遣 という

働き方に注目し、事務職の女性派遣労働者の活用

について、その特性を意識 した活用 について考察

した。

企業にとって、人材をいかに管理 してい くかは

非常に重要な課題である。理由の1つ に、人材は

自分の持つ知識や能力、努力を企業 に提供す る

かどうかについて意思決定をする自由をもってお

り圏、機械のように企業側の指示 ・命令だけでは

期待どお りに動かない。 これは、正社員であって

も、派遣労働者であっても同 じである。

事務職 に就 く女性派遣労働者が、その能力をさ

らに発揮 したいと思えるような人材活用を企業は

積極的に行 ってい く必要があろう。

(注)

(1)総 務省 「労働力調査」

(http://www.stat.go.jp/data/roudou/longtime/03

roudou.htm)(閲 覧 日2011年8月3日)。

② 総務省 「労働力調査」・前掲注(1)。

(3)総 務省 「労働力調査」・前掲注(1)。

(4)総 務省 「労働力調査」・前掲注(1)。

(5)岡 本 英雄(1997)「 女 子事務職の現状」「日本労働研

究雑誌』第445号 、1997年6月 、26-33ペ ー ジ。

(6)金 野 美奈子(2009)「OLの 創 造 戦時下 の事務職」

天野正子他編 『女性史 ・ジェンダー史』岩波書店、

267-283ペ ー ジ、所収。

(7)浅 海 典子(2006)『 女性事務職 のキ ャリア拡大 と職場

組織」 日本経済評論社。

(8)小 玉小百合(2006)「 女性事務職の初期キャリア形成」
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川 喜 多喬編、小池和男監修 「女性の人材開発』 ナカ

ニシヤ書店、29-57ペ ー ジ、所収。

(9)厚 生労働省 「平成22年 度雇用均等基本調査」

(http://www.mhlw.go.jp/toukei/1ist/dl/71-22.htm1)

(閲覧 日2011年8月6日)。

qo)R・ ドーア(2005)石 塚 雅彦訳 『働 くということ」

中央公論新社。

(11)厚 生 労働省 「平成22年 就業形態 の多様化に関す る総

合実態調査結果」

(http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/5-22.html)

(閲覧 日2011年8月31日)。

(12)中 野 麻美(2001)「 改正労働者派遣法 と派遣労働の変

化」『女性労働研究』第40号 、17-26ペ ー ジ、所収。

(13)桜 井 絹江(2001)「 登 録型派遣 と女性労働」 『女性労

働研究』第40号 、27-37ペ ー ジ、所収。

q4)小 鳥 典明(2009)「 労 働者派遣法改正案 と企業経営

直接雇用、強制の リスクも」 日本経済新聞2009年4

月1日 朝刊。

(15)こ れ については、契約上は26業 務であ るが、実態 は

一般事務 として22年 間派遣 された女性労働者 を解雇

したと して大阪労働局 より指導 を受 けた企業 の例が

ある。毎 日新聞2010年11月30日(大 阪)夕 刊。

(16)厚 生 労働省(2010)「 専 門26業 務 派遣適正化 プラ ン」

(http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r985200000

048f3.html)(閲 覧 日2011年8月18日)。

(17)佐 藤博樹 ・小泉静子(2007)『 不安定雇用 という虚像』

勤草書房。

(18)佐 藤博樹 ・佐野嘉秀 ・藤本真 ・木村琢磨(2008)『 パー

ト・契約 ・派遣 ・請負の人材活用』 日本経済新聞 出

版社。

(19)清 水 直美(2007)「 派遣労働者のキ ャリアと基幹化」

『日本労働研究雑誌』第568号 、2007年11月 号、93-105

ペー ジ。

⑳ 佐藤博樹(2007)「 人材活用の多様化 と人事管理 の課

題 一均衡処遇 と外部人材活用 一」『多様な働 き方の実

態 と課題』労働政策研究 ・研修機構、184-200ペ ー ジ、

所収。

⑳ 佐藤博樹(1998)「 非 典型的労働の実態」「日本労働

研究雑誌』第462号 、1998年12月 号、2-14ペ ー ジ。

⑳ 厚生労働省 「平成22年 就業形態の多様化に関する総

合実態調査結果」

(http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/5-22.htm1)

(閲覧 日2011年8月31日)。

⑳ 厚生労働省 「平成22年 就業形態の多様化に関する総

合実態調査結果」

(http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/5-22。html)

(閲覧 日2011年8月31日)

⑳ 佐野嘉秀司会 「座談会 雇用ポー トフォ リオの変化

と展望」『日本労働研究雑誌』第610号 、2011年5月

号、28-47ペ ー ジ。

四 日本経済新聞2009年8月24日 朝刊。

⑳ 厚生労働省 「平成20年 派遣労働者実態調査結 果の概

要」

(http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/40-20.html)

(閲覧 日2011年7月29日)に よると、 回答は上位から

「指揮命令系統 を明確に して ほしい」(27.9%)「 派 遣

契約期間を長 くしてほ しい」(23.4%)「 派 遣契約外業

務 を命 じないよう管理 してほ しい」(2L1%)と な っ

ている。

伽StuartD.Galup,GaryKlein,JamesJ.Jiang(2008)

"THEIMPACTOFJOBCHARACTERISTICSON

ISEMPLOYEESATISFACTION:ACOMPARISON

BETWEENPERMANENTANDTEMPORARYE

MPLOYEES"JoumalofCo1ηpu亡erInforma亡fon

8ys亡ems,Summer2008

⑱ 守 島基博(2004)『 人材 マネ ジメン ト入門』 日本経済

新聞社。


